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○市川市幼児教育振興審議会条例 
昭和50年3月31日 

条例第30号 
 

(設置) 
第1条 本市に地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき、市川市

幼児教育振興審議会(以下「審議会」という。)を置く。 
 

(審議会の任務) 
第2条 審議会は、幼児教育の振興充実について市長又は教育委員会の諮問に応じ調査、

審議するとともに、その実施について建議することができる。 
 

(組織) 
第3条 審議会は、非常勤の委員13名で組織する。 
 

(委員) 
第4条 委員は、次に掲げる者につき、市長の意見を聞いて教育委員会が委嘱する。 

(1) 学識経験者 4名 
(2) 公・私立幼稚園関係者 4名 
(3) 公・私立保育園関係者 4名 
(4) 小学校関係者 1名 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 
3 前項の委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 

(会長及び副会長) 
第5条 審議会に会長及び副会長各1名を置き、委員の中から互選する。 
2 会長は、会務を統理し、審議会を代表する。 
3 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 
 

(会議) 
第6条 審議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 
2 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 
 

(審議会の事務) 
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第7条 審議会の事務は、教育委員会事務局において所掌する。 
 

(報酬及び費用弁償) 
第8条 市は、委員に対し、市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費用弁償

に関する条例(昭和31年条例第26号)の定めるところにより、報酬を支給し、及び職務を

行うための費用を弁償する。 
(平23条例4・一部改正) 
 

(審議会の運営その他必要な事項) 
第9条 前各条に定めるもののほか、審議会の運営その他必要な事項は、審議会が市長及

び教育委員会の同意を得て定める。 
 

附 則(抄) 
1 この条例は、昭和50年4月1日から施行する。 
 

附 則(平成23年3月28日条例第4号)抄 
(施行期日) 

1 この条例は、平成23年4月1日から施行する。 
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氏名 性別 所属・役職名
初委嘱年月日
（在任期間）

備考

 高尾
タ カ オ

　公
キミヤ

矢 男
聖徳大学

教授・社会福祉学科長
H22.5.13～
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　健二
ケ ン ジ

男 市川市議会議員
H19.5.28～H23.5.9
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（6年）

再任

吉田
ヨ シ ダ

　英生
ヒ デ オ

男
社団法人市川市医師会理事
（吉田こどもクリニック院長）
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緑
ミドリ

谷
ヤ

　一樹
カ ズ キ

男
市川市私立幼稚園協会会長

（みどり幼稚園園長）
H25.7.7～ 新

増田
マ ス ダ

　実
ミ

菜
ナ

女 市川市私立幼稚園保護者 H25.7.7～ 新

小谷
コ タ ニ

　陽子
ヨ ウ コ

女
市川市公立幼稚園園長

（塩焼幼稚園）
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牛木
ウ シ キ

　雅子
マ サ コ

女 市川市公立幼稚園保護者 H25.7.7～ 新

 猪瀬
イ ノ セ

　ひろ 女
市川市私立保育園園長

（愛泉保育園）
H23.7.7～

（2年）
再任

齊藤
サイト ウ

　真由美
マ ユ ミ

女 市川市私立保育園保護者
H23.7.7～

（2年）
再任

中川
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　洋子
ヒ ロ コ

女
市川市公立保育園園長

（本北方保育園）
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青葉
ア オ バ

　大助
ダイスケ

男 市川市公立保育園保護者 H25.7.7～ 新
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教育総務部 教育政策課 

市川市幼児教育振興審議会の概要 

 

○審議会の設置 市川市幼児教育振興審議会条例に基き、昭和 50 年 4 月 1 日に設置 

○審議会の任務 市川市の幼児教育の振興と充実を図るための方策を、市長又は教育委員会の諮問に

応じ、調査審議するとともに、その実施について建議する 

○審議会の委員 非常勤の委員 13 名 

  内訳 第 1 号委員 学識経験者 4 名 

      第 2 号委員 公・私立幼稚園関係者 4 名 

      第 3 号委員 公・私立保育園関係者 4 名 

      第 4 号委員 小学校関係者 1 名 

〇所管課 市川市教育委員会 教育総務部 教育政策課 

（平成 11 年度に学務課より指導課、平成 15 年に就学支援課、平成 20 年より現課に移管） 

 
 
 

年度 主な内容 

平成 22 年度 

 
○公立幼稚園の今後のあり方について〔諮問、答申〕 
  答申概要 

   3 園（百合台幼稚園、大洲幼稚園、南行徳幼稚園）を基幹園として残し、 
  「公」としての役割を果たしていく。 
   その他の園については、今後の就園状況、地域の実情、バランス等を 

考慮しながら、廃園可能な園から順次廃園 
  ・稲荷木幼稚園は廃園 
  ・二俣幼稚園は当面の間は休園の方向で検討していくことが望ましい 
 
○幼児教育振興プログラムの進捗状況について 他       全 4 回開催 

 

平成 23 年度 

 
○平成 22 年度諮問・答申内容とその後の状況について 
○市立幼稚園保育料の見直しについて〔諮問〕 
○幼児教育振興プログラムの評価について 他         全 4 回開催 

 

平成 24 年度 

 
○平成 25 年度市川市立幼稚園保育料の見直しについて〔答申〕 
  答申概要 

  市川市立幼稚園の保育料については、引き上げることが妥当  
  ただし、平成 25 年度については据え置くことが望ましい 
 
○幼保一体化施設（習志野市杉の子こども園）視察 
○教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検評価報告書について 
○子ども・子育て支援新制度について 他           全 4 回開催 

 
 

幼児教育振興審議会での審議・建議内容（平成２２～２４年度） 
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幼児教育振興プログラムについて

○趣旨

「みんなで育てる心豊かな市川の子ども」の基本理念に３本の柱を掲げ、幼稚園・保育園等と家庭や地域等が連携し、

心豊かな市川の子どもを育てることができるよう、本市が取り組む幼児教育の方向性を明確にするとともに、

現下の課題である子育て支援を推進するために策定。

○計画期間

　平成２０年度から平成２５年度までの６年間 進捗の評価 A：計画どおりに進められた

B：一部は計画どおりに進められた

○プログラムの位置づけ C：計画どおりに進められなかった

　「市川市教育基本計画」の部門別計画。幼児教育の充実を目指す。

施策　３－１

基本理念 実施計画 幼児期の教育を推進するための環境を整える

進捗の評価 施策の評価

【生きる力の基礎を培う基本的な考え方】
(1)健康な心と体と社会性を育む教育を推進する。
(2)情緒豊かな感性を育む教育を推進する。
(3)人と関わる力を育む教育を推進する。
(4)道徳性の芽生えを培う教育を推進する。
(5)身近な出来事に興味や関心を持つことにより、
　　　意欲や探究心を培い生涯学習（知りたい・わかりたい）の
　　　基礎を育む。

３－１－２
【幼稚園教諭及び保育士の資質の向上】 １．幼稚園教諭及び保育士の研修の充実(幼児教育) 幼稚園・保育園・小学校の連携の推進 進捗の評価 施策の評価
(1)特別支援教育の充実を図る。 ①合同研修会の開催

２．特別支援学級（ひまわり学級）の拡充

【幼稚園と保育園等の連携・あり方】 ３．幼稚園教諭と保育士の交流による資質の向上
(1)幼稚園教諭と保育士との両方の免許・資格取得を推進する。①相互保育参観の開催
(2)保育の交流を進める。
(3)幼稚園・保育園等がそれぞれ持つ機能や特性を活かし、
　　教職員等の交流の中でお互いの役割を明確化する。
(4)幼児の相互交流を推進する。 ３－１－３
(5)公立幼稚園・保育園のあり方を検討する。 子育て支援の充実 進捗の評価 施策の評価

【小学校等との連携を重視した幼児教育】 ４．幼稚園・保育園等と小学校の連携
(1)異年齢の子どもたちが育ちあう機会をつくる。 ①幼稚園と小学校との連携
(2)幼稚園教諭・保育士・小学校教諭が合同で ②保育園と小学校との連携
　　相互理解のための研修会や相互参観を実施する。 ③連絡協議会の設置
(3)幼稚園・保育園等の保護者と小学校の保護者の
　  交流会や情報交換の場を設ける。

【子育て支援機能の充実・強化】 ５．子育て支援
(1)幼稚園・保育園等は地域の子育てを支援する。 ①「親子つどいの広場」の開設
(2)幼稚園等における預かり保育を拡充する。 ②未就園児への施設開放
(3)父親の保育への参加を促進する。 ③子育て相談窓口の開設
(4)子育て支援機能の調整を図る。 ６．子育て講座（親育ち講座）の開催

７．幼稚園での預かり保育の実施

【家庭や地域の教育力の再生】 ８．開かれた幼稚園づくり
(1)家庭と地域社会・幼稚園・保育園等との連携を強化する。 ９．幼児教育センターの開設
(2)幼児教育センターの設置

平成２４年度の教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価

３－１－１
生きる力の基礎を育む教育の推進
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３つの柱とその施策

１．生きる力の基礎を培う

２．幼・保・小の連携の推進

３．子育て支援の充実を図る

指定を受けた二俣、百合台の幼稚園・小学校では、
園児・児童の交流の取組を進めるとともに、教職員の
交流を図り、それぞれのねらいを明確にした活動計
画が大事であることが確認された。

幼稚園などが小学校との連携推進を図る
ためのモデル的施行として、「幼小連携推
進モデル園・校」による実践研究を進める。

幼稚園と保育園などの垣根を越え、幼保相
互の保育参観を実施し、相互理解や指導
内容の共通認識を図る。

幼保相互の保育参観・保育実地研修後、自園に戻り
フェードバックを実施することで研修内容が周知徹底
され、幼稚園・保育園の環境の違いや勤務体制、保
育時間の違い等を踏まえた上で、相互理解や指導内
容の共通理解が進んだ。 施策の実現は十分に

図られてきている

公私立幼稚園の特別支援教育を図るため
幼児教育相談員（特別支援教育の有識者）
を配置し、各園へ訪問して個々の園児に対
応した教諭への適正な指導や保護者から
の相談業務を実施することで、幼稚園にお
ける特別支援教育の充実を図る。

公私立幼稚園の特別支援教育の推進を図るため、
幼児教育相談員４名により、公私立幼稚園２９園を巡
回し、延べ1,038件の相談に応じた。

経営方針を説明し情報提供を行った上で園行事等を
参観、様々なライフステージの立場で意見交換が活
発に行われ、幼稚園が抱える課題や園独自の取組
の把握ができ幼稚園評議員制度が活性化するととも
に、その評価に基づいて地域に開かれた園づくりを
推進することができた。

【幼稚園評議員制度の充実】
地域に愛される開かれた園づくりを推進
し、家庭や地域と連携しながら特色ある幼
稚園づくりの展開を図る。

幼稚園教諭の共通の課題となる「コミュニケーション
力を高める」「子育て支援・親支援」等の研修を通じ、
共通理解が深まるとともに、公私立幼稚園における
幼児教育や保育の質の向上が図られた。

公私立幼稚園教諭が相互の特質をふま
え、共通理解・認識を深めるとともに、幼児
教育や保育の質の向上を図る。

特別な支援を必要とする子どもに対し、幼
稚園の集団の中での育ち合いを基本としな
がら、通常学級の子供たちとのふれあいの
中で、基本的生活習慣を育成し、自立を目
指す。

幼稚園３園でひまわり学級を開設し、園児２７名に対
して小集団での指導を行った。

幼児期の子育てに関し、多様化する悩みを
抱える保護者の精神的な負担軽減を図る。

子育て支援の充実を図るため、公立幼稚園８園に
「子育て相談窓口」を設置し、述べ１５２人の「相談に
応じた。

子育て支援の一環として、未就園児親子を
対象とした保育をはじめ、施設開放を実施
し、遊びや運動などのふれあいの時間を通
じて、健やかな育ちにつなげ、地域へ子育
て支援を提供する。

公立幼稚園における子育て支援の充実を図るため、
公立幼稚園８園で園庭開放（述べ９４５回、６５，３５６
人）と未就園児保育(述べ１２８回、４，４８９人）を実施
した。

実績（活動及び効果）

平成24年度
実績（活動及び効果）

施策の実現は十分に
図られてきている

○教育振興基本計画における事業の概要

平成24年度
実績（活動及び効果）

平成24年度

施策の実現は十分に
図られてきている

A

A

A

A

Ｂ
幼児教育センターの開設に向け「幼児教育
センター構想」を策定、具体的な事業展開
に向け検討を行う。

子ども・子育て支援新制度の施行に伴う幼児教育セ
ンター機能のあり方について検討した。

A

A

A

A

資料４ 
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市川市の子育て環境の状況
• 市川市の人口動向
• 市川市の将来人口予想
• 就学前児童施設数（幼稚園・保育所）

• 児童の就園状況
• 年度別 ３歳児の就園状況
• 就園状況の推移（3歳～5歳）

• 市川市の待機児童数の推移

2014/1/161

資料５

子ども・子育て支援新制度について
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人口ピラミ ッド 住民基本台帳人口（H25.12.31現在）

市川市の人口動向

市川市住民基本台帳人口
平成25年12月31日現在

人口総数：469,148

2014/1/162

10月1日
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市川市の人口推移 平成21年が
人口のピーク

475,751人
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市川市の将来人口予想 市川市の将来人口推計（平成２４年度）

2014/1/16
3

※平成17年、平成22年は国勢調査による実績値であり、総人口には年齢不詳も含みます。

60,678
13.0%

54,439
11.5%

50,213
10.8%

42,958
9.5%

37,802
8.6%

34,800
8.3%

333,205
71.4%

310,379
65.5%

305,560
65.7%

292,561
64.6%

279,882
64.0%

260,328
62.2%

65,743
14.1%

86,320
18.2%

109,270
23.5%

117,023
25.9%

119,357
27.3%

123,660
29.5%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成32年

（2020年）

平成37年

（2025年）

平成42年

（2030年）

老年（65歳～） 生産年齢（15～64歳） 年少（0～14歳）

466,608 465,043 452,543
437,041

418,788

473,919

市川市の就学前児童施設数（幼稚園・保育所）

区分 種別 施設数 0歳～2歳児 3歳～5歳児 割合 計

幼稚園 公立幼稚園 8 0 1,108
55.1％
3～5歳

1,108

私立幼稚園 32 1 4,773 4,774

類似施設 4 4 727 731

保育所 公立保育園 30 1,195 1,925
33.7％
3～5歳

3,120

私立認可保育園
32 1,227 1,632 2,859

簡易保育所 35 529 486 1,015

その他 －
9,479 1,332

11.1％
3～5歳

10,811

計 141 12,435 11,983 24,418

平成25年4月30日現在 児童数（0歳から5歳児）

2014/1/164
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市川市の就学前の児童就園況

■平成２５年度就園児童の状況調べ 平成２５年４月３０日現在

児童数：（人）、構成比：（％）

区分 児童総数

児童数 構成比 児童数 構成比 児童数 構成比 児童数 構成比 児童数 構成比 児童数 構成比 児童数 構成比 児童数 構成比

0歳児 4,158 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 207 5.0% 233 5.6% 43 1.0% 483 11.6% 3,675 88.4%

1歳児 4,142 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 447 10.8% 464 11.2% 233 5.6% 1,144 27.6% 2,998 72.4%

2歳児 4,135 0 0.0% 1 0.0% 4 0.1% 5 0.1% 541 13.1% 530 12.8% 253 6.1% 1,324 32.0% 2,806 67.9%

3歳児 4,003 0 0.0% 1,512 37.8% 213 5.3% 1,725 43.1% 614 15.3% 547 13.7% 218 5.4% 1,379 34.4% 899 22.5%

4歳児 3,978 518 13.0% 1,594 40.1% 246 6.2% 2,358 59.3% 652 16.4% 570 14.3% 138 3.5% 1,360 34.2% 260 6.5%

5歳児 4,002 590 14.7% 1,667 41.7% 268 6.7% 2,525 63.1% 659 16.5% 515 12.9% 130 3.2% 1,304 32.6% 173 4.3%

0～2歳計 12,435 0 0.0% 1 0.0% 4 0.0% 5 0.0% 1,195 9.6% 1,227 9.9% 529 4.3% 2,951 23.7% 9,479 76.2%

3～5歳計 11,983 1,108 9.2% 4,773 39.8% 727 6.1% 6,608 55.1% 1,925 16.1% 1,632 13.6% 486 4.1% 4,043 33.7% 1,332 11.1%

総合計 24,418 1,108 4.5% 4,774 19.6% 731 3.0% 6,613 27.1% 3,120 12.8% 2,859 11.7% 1,015 4.2% 6,994 28.6% 10,811 44.3%

私立保育園 簡易保育所 小　　計小　　計

幼　　　　　稚　　　　　園

公立幼稚園 私立幼稚園 類似施設

その他保　　　　　育　　　　　園

児童数 構成比
公立保育園

2014/1/165

年度別 ３歳児の就園状況

2014/1/166

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

児童総数 4,228 4,300 4,419 4,649 4,550 4,396 4,420 4,340 3,997 4,254 4,249 4,120 4,003

幼稚園 36.6% 37.6% 41.6% 42.6% 41.7% 44.3% 43.4% 42.1% 44.4% 43.4% 43.3% 41.7% 43.1%

保育所 21.5% 22.1% 22.1% 21.6% 23.2% 24.3% 26.1% 26.3% 29.4% 29.8% 31.3% 33.0% 34.4%

その他 41.9% 40.3% 36.3% 35.9% 35.0% 31.3% 30.5% 31.7% 26.1% 26.8% 25.4% 25.4% 22.5%

4,228 4,300 4,419 4,649 4,550 4,396 4,420 4,340 3,997 4,254 4,249 4,120 4,003 

36.6% 37.6%
41.6% 42.6% 41.7%

44.3% 43.4% 42.1%
44.4% 43.4% 43.3% 41.7% 43.1%

21.5% 22.1% 22.1% 21.6% 23.2% 24.3%
26.1% 26.3%

29.4% 29.8% 31.3% 33.0% 34.4%

41.9% 40.3%
36.3% 35.9% 35.0%

31.3% 30.5% 31.7%

26.1% 26.8% 25.4% 25.4%
22.5%
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市川市の就園状況の推移（3歳～5歳）

7

平成13

年

平成14

年

平成15

年

平成16

年

平成17

年

平成18

年

平成19

年

平成20

年

平成21

年

平成22

年

平成23

年

平成24

年

平成25

年

児童数 12,212 12,547 12,742 13,174 13,285 13,119 12,984 12,888 12,490 12,388 12,219 12,255 11,983

幼稚園 62.0 58.9 63.2 57.8 62.8 61.6 60.4 56.4 59.2 57.8 56.4 55.3 55.1

保育園 22.1 23.8 21.2 23.0 24.0 25.0 26.0 26.8 28.8 29.7 31.8 32.5 33.7

12,212 12,547 12,742 13,174 13,285 13,119 12,984 12,888 12,490 12,388 12,219 12,255 11,983 

62.0 
58.9 

63.2 

57.8 

62.8 61.6 60.4 

56.4 
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25.0 
26.0 26.8 

28.8 29.7 
31.8 32.5 33.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

13,500
市川市就学前児童就園状況（３歳から５歳児）

児童数

幼稚園

保育園

2014/1/167

4月30日

市川市の待機児童数の推移

待機児童数

244

220

110

143

227
220

259
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336

100

150

200

250
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350

400

待機児童数 244 220 110 143 227 220 259 296 336

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

４月現在

2014/1/168
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社会保障・税一体改革による社会保障の充実

• 社会保障改革が目指すもの
• 社会保障改革の全体像
• 消費税増税の配分

2014/1/169

社会保障改革が目指すもの

2014/1/1610
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社会保障改革の全体像

2014/1/1611

消費税増税の配分

2014/1/1612
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子ども・子育て支援新制度

• 子育てをめぐる現状と課題について
• 子ども・子育て関連３法（平成24年8月成立）の主なポイント
• 幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の仕組み
• 子ども・子育て支援法に基づく給付・事業の全体像
• 新制度における幼稚園のこれから
• 施設型給付の創設
• 幼稚園における公費制度変化のイメージ
• 保育の必要性の認定
• 新制度における利用・公費のイメージ
• 地域子ども・子育て事業
• 幼稚園における公費制度変化のイメージ２

2014/1/1613

子育てをめぐる現状と課題について

○急速な少⼦化の進⾏
（平成23年合計特殊出⽣率1.39）
○結婚・出産・⼦育ての希望がかなわない現状
・独⾝男⼥の約９割が結婚意思を持っており、
希望⼦ども数も２⼈以上。
・家族、地域、雇⽤など⼦ども・⼦育てを
取り巻く環境が変化。
○⼦ども・⼦育て⽀援が質・量ともに不⾜
・家族関係社会⽀出の対ＧＤＰ⽐の低さ
（⽇：1.04%、仏：3.00％、英：3.27％、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ：.35％）
○⼦育ての孤⽴感と負担感の増加
○深刻な待機児童問題
○放課後児童クラブの不⾜「⼩1の壁」
○Ｍ字カーブ（３０歳代で低い⼥性の労働⼒率）
○質の⾼い幼児期の学校教育の振興の重要性
○⼦育て⽀援の制度・財源の縦割り
○地域の実情に応じた提供対策が不⼗分

質の⾼い幼児期の学校
教育、保育の総合的な
提供

保育の量的拡⼤・確保、
教育・保育の質的改善
・待機児童の解消
・地域の保育を⽀援
・教育・保育の質的改善

地域の⼦ども・⼦育て⽀
援の充実

平成25年4月26日開催 子ども・子育て会議（第1回）資料より

2014/1/1614
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子ども・子育て関連３法（平成24年8月成立）
の主なポイント

○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育
等への給付（「地域型保育給付」）の創設

＊地域型保育給付は、都市部における待機児童解消とともに、子どもの数が減少傾向に
ある地域における保育機能の確保に対応

○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）

・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、学校及び児童福祉施設
としての法的位置づけ
・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進
・幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ
（株式会社等の参入は不可）
・認定こども園の財政措置を「施設型給付」に一本化

○地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、
放課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」 ）の充実

• 子ども・子育て支援法
• 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律

• 子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正
する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

2014/1/1615

幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育
て支援に共通の仕組み

○ 基礎自治体（市町村）が実施主体
・市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施
・国・都道府県は実施主体の市町村を重層的に支える

○ 社会全体による費用負担
・消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提

（幼児教育・保育・子育て支援の質・量の拡充を図るためには、消費税率の引き上げ
により確保する０.７兆円程度を含めて１兆円超程度の追加財源が必要）

○ 政府の推進体制
・制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備（内閣府に子ども・子育て本部を設置）

○ 子ども・子育て会議の設置

・国に有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、子育て支援
当事者等（子ども・子育て支援に関する事業に従事する者）が、子育て支援の政策プ
ロセス等に参画・関与することができる仕組みとして子ども・子育て会議を設置
・市町村等の合議制機関（地方版子ども・子育て会議）の設置努力義務

2014/1/1616
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子ども・子育て支援法に基づく給付・事業の全体像

■ 施設型給付
・認定こども園、幼稚園、保育所を通じ
た共通の給付
※私立保育所については、現行どおり、市町
村が保育所に委託費を支払い、利用者負担
の徴収も市町村が行うものとする

■ 地域型保育給付
・小規模保育、家庭的保育、居宅訪問
型保育、事業所内保育
※ 施設型給付・地域型保育給付は、
早朝・夜間・休日保育にも対応

■ 児童手当

■ 利用者支援、地域子育て支援

拠点事業、一時預かり、乳児家庭
全戸訪問事業等
（対象事業の範囲は法定）
※ 都道府県が実施する社会的養護等の事
業と連携して実施

■ 延長保育事業、病児・病後児保
育事業

■ 放課後児童クラブ

■ 妊婦健診

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業

2014/1/1617

新制度における幼稚園のこれから

幼保連携型
(施設型給付有)

幼稚園型
(施設型給付有)

幼稚園
(施設型給付有)

幼稚園
(施設型給付なし)

○学校教育と保育を提供
する機関

○市町村計画で把握され
た「教育・保育ニーズ」に
対応

○学校教育を提供する機関

○市町村計画で把握された
「教育ニーズ」に対応

○学校教育を提供する機関

・応諾義務有

・公定価格有

・保育料は市
が設定（応能
負担）

・応諾義務なし

・公定価格なし

・保育料は自
由設定

幼
稚
園

認
定
こ
ど
も
園

幼
稚
園

18

【類型】 【位置付け・役割】 【応諾義務】
【公定価格】
【保育料】

2014/1/1618
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施設型給付の創設

財政措置

利用者負担

認可保育所、幼稚園、認定こども園、認可外保育所

法律に基づき、利用者が一部負担

財政措置

利用者負担

現
行

新
制
度

幼稚園

・私学助成
・就園奨励費

すべて
一本化

施設型給付

認可保育所 幼稚園 認定こども園 認可外保育所

・保育所運営費 ・私学助成
・就園奨励費

・保育所運営費
・私学助成
・就園奨励費

・無し

所得に応じた費
用徴収

施設によって異なる（事業者が定める金額）

現行制度を
選択可能

2014/1/1619

幼稚園における公費制度変化のイメージ

保育料

施設型給付費

公定価格

現
行

新
制
度

■幼稚園の自主的運営の支援

■子どもの教育・保育の保障

就園奨励費

保育料

私学助成

園ごとに金額設定
同じ園の園児は同一金額

☆所得が低いほ
ど多額

法律に基づき国・県・市町村に負担義務
市町村が金額設定
☆所得が低いほど低額

所得に応じた金額

私
学
助
成
対
象
幼
稚
園

施
設
型
給
付
対
象
幼
稚
園

2014/1/1620
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保育の必要性の認定

３
歳
未
満
児

３
歳
以
上
児

１号認定

２号認定

３号認定

教育標準時間

保育標準時間

保育標準時間

保育短時間

保育短時間

保育の必要性
なし

保育の必要性
あり

・教育標準時間：１日３～４時間の幼児教育の時間
・保育短時間：主にパートタイムの就労を想定
・保育標準時間：主にフルタイムの就労を想定

2014/1/1621

新制度における利用・公費のイメージ

①認定
の申請 ②教育・保

育必要量
の認定

利用者

市町村

幼稚園

③入園申
込・入園

⑤保育料

④入園許可教
育の提供
（施設型給付）

⑥施設型給付費
（法定代理受領）

認定こども園

確認

県

認
可

2014/1/1622
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地域子ども・子育て支援事業

「地域子ども・子育て支援事業」とは子ども・子育て支援法の中で列挙されている、下記の13事業を指し
ます。なお、現在市川市では行っていない事業も含まれています

① 利用者支援（新規）
② 地域子育て支援拠点事業
③ 妊婦健診
④ 乳児家庭全戸訪問事業
⑤ 養育支援訪問事業
その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業
⑥ 子育て短期支援事業
⑦ ファミリー・サポート・センター事業
⑧ 一時預かり（幼稚園の預かり保育）
⑨ 延長保育事業
⑩ 病児・病後児保育事業
⑪ 放課後児童クラブ
⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規）
⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規）

2014/1/1623

幼稚園における公費制度変化のイメージ２

保育料

施設型給付費

公定価格

現
行

新
制
度

■幼稚園の自主的運営の支援

■子どもの教育・保育の保障

就園奨励費

保育料

私学助成

園ごとに金額設定
同じ園の園児は同一金額

☆所得が低いほ
ど多額

法律に基づき国・県・市町村に負担義務
市町村が金額設定
☆所得が低いほど低額

所得に応じた金額

私
学
助
成
対
象
幼
稚
園

施
設
型
給
付
対
象
幼
稚
園

預かり保育部分

預かり保育
事業に対す
る国庫補助

利用料
（利用者負担）

地域子ども・子
育て支援事業
（一時預かり事
業）に対する国
交付金

利用料
（利用者負担）

2014/1/1624



 
 

 

 

教育総務部 教育政策課 

 

資料 ６ 

市川市子ども・子育て会議の概要 

 

○審議会の設置 市川市子ども・子育て会議条例に基き、平成 25 年 7 月 1 日に設置 

○審議会の任務 子ども・子育て支援法第 77 条第 1 項各号に掲げる事務を処理するとともに、市が実施

する児童福祉法その他の子どもに関する法律による施策について市長又は教育委員

会の諮問に応じ調査審議する。 

○審議会の委員 非常勤の委員 15 名以内 

  内訳 第 1 号委員 学識経験のある者 3 名 

      第 2 号委員 関係団体の推薦を受けた者 2 名 

      第 3 号委員 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 4 名 

      第 4 号委員 子どもの保護者 4 名 

      第 5 号委員 市民 2 名 

〇所管課 こども部 

 

 

年度 主な内容 

平成 25 年度 

 

【第 1 回】 

子ども・子育て支援新制度について 

市川市子ども・子育て支援事業計画の策定について〔諮問〕 
 

 

【第 2 回】 

市川市次世代育成支援行動計画の進捗状況について 

市川市子ども・子育て支援事業計画 計画の体系（案）について 

 

 

【第 3 回】 

市川市子ども・子育て支援事業計画策定にかかる 

 ・教育・保育提供区域について 

 ・市民ニーズ調査について 

 

 

【第 4 回】 

地域型保育事業の設備及び運営に関する基準について〔諮問〕 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準について〔諮問〕 

子どものための教育・保育給付の支給認定に関する基準について〔諮問〕 

放課後児童健全育成事業（放課後保育クラブ）の設備及び運営の基準について〔諮問〕 

市川市子ども・子育て支援事業計画にかかる進行管理事業について 

 

 

子ども・子育て会議での審議・建議内容（平成２５年度） 



 

 
【諮問】平成 25 年７月 12 日 第１回会議において諮問 

○必須記載事項 
 １．教育・保育提供区域の設定 

   ２．各年度における教育・保育の量の見込み・提供 
体制の確保の内容、時期 

   ３．各年度における地域子ども・子育て支援事業の 
量の見込み・提供体制の確保の内容、実施時期 

４．子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供・

推進に関する体制の確保の内容 
○任意記載事項 
 ・産休、育休明けの特定保育教育施設の円滑な利用 
・子どもに関する専門的な県の施策との連携 

     児童虐待防止対策の充実 
     母子家庭・父子家庭の自立支援の推進 
     特別な支援を要する子ども施策の充実 
   ・仕事と家庭生活の両立 
     ワークライフバランス 
 

↓ 
 

【答申】（～平成 26 年 9 月） 
 
千葉県報告 
パブリック・コメント 

 
【計画策定】（平成 27 年 3 月） 

 

市川市子ども・子育て会議への諮問内容と現在の検討状況 

 
【諮問】平成 25 年 11 月 13 日 第 4 回会議において、下記の 4 点の基準について諮問 
 

 施設等に関する基準 子どもの保護者に関する認定基準  

 ●特定教育・保育施設の運営基準 
（施設型給付の対象となる認定こど

も園・保育園・幼稚園であることを確

認するための基準） 

●子どものための教育・保育給付の支給認定基準 
  ・保育の必要性の認定 
   ①事由 
     就労、妊娠、出産、保護者の疾病・障害 
   ②区分 
     保育標準時間、保育短時間、教育標準時間 
   ③優先利用 
     ひとり親世帯、生活保護世帯  

 

 ●地域型保育施設の認可、運営基準   

 ●放課後保育クラブの基準   

 
↓ 

 
【答申】（平成 26 年 3 月頃） 

 
↓ 

 
【基準の決定】（平成 26 年 6 月議会に提案予定） 

 
↓ 

 
【基準の周知・認定の開始】 

 
 
 
 
 
 
 
 
平成２6 年 4 月以降 

検討予定 
↓ 

【保育料の決定】 
↓ 

【保護者への周知】 

基準について 

保育料（利用者負担）

について 

市川市子ども・子育て支援事業計画について 

平成 27 年 4 月子ども・子育て支援新制度スタート 

 私立幼稚園に対し、国が新制度

への意向調査予定（４~6 月頃） 

 

国の会議で検討中 
平成 26 年 4 月以降、公定

価格や利用者負担の上限

等が国から示される予定 

 

ニーズ調査実施済 
 就学前児童のいる世帯  
       4,500 世帯 
 小学生のいる世帯 
       2,500 世帯 



資料７

平成26年度　市川市立幼稚園入園状況

H26.1.14

二　俣 70 32 45.7% 27 5
１クラス

信　篤 80 49 61.3% 64 -15 ２クラス

大　洲 70 51 72.9% 66 -15 ２クラス

南行徳 140 91 65.0% 86 5 ３クラス

百合台 70 47 67.1% 53 -6 ２クラス

新　浜 80 60 75.0% 80 -20 ２クラス

塩　焼 120 108 90.0% 114 -6 ３クラス

合　計 630 438 69.5% 490 -52

園　名 募集人員(A)

入園予定者
H26.1.7現在

入園率
B/A

前年度
入園予定者
H25.1.7現在

増減数
備考

計(B)
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公立幼稚園の申請状況

• 平成26年度 二俣幼稚園入園申請状況
• 二俣幼稚園園児数の推移
• 二俣幼稚園園区の世帯数と児童数の推移

1

資料７－２

平成26年度 二俣幼稚園入園申請状況

2

二俣幼稚園

防衛省宿舎

平成27年9月末退去

平成29年3月末売却

年度 年齢 宿舎 その他 小計 計

25年度

4歳 15人 11人 26人

74人5歳 18人 30人 48人

26年度

4歳 17人 15人 32人

58人5歳 15人 11人 26人

その他の地区から
の入園希望者

１５名

地区別園児内訳予想

計32名

平成26年度園児数予想

宿舎 その他

宿舎 その他

宿舎からの
入園希望者

１７名
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83
65
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５歳

４歳

二俣幼稚園園児数の推移

5

○H27.9宿舎退去

○H29.3宿舎売却

二俣幼稚園園区の世帯数と児童数の推移

4

平成16

年

平成17

年

平成18

年

平成19

年

平成20

年

平成21

年

平成22

年

平成23

年

平成24

年

平成25

年

二俣地区の世帯数 1,295 1,263 1,280 1,262 1,299 1,268 1,111 957 890 811

二俣幼稚園園児数 161 142 138 141 126 133 134 102 100 74

161

142
138 141

126
133 134

102 100

74
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